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I. 序
経営学と経済学の関係については，古くから様々な議論が交わされてき
た。特に経営学の中心地の 1つであるドイツでは，数度にわたる方法論争
を経て経営経済学の学問的・科学的正統性を問うてきた歴史をもつ。通説
によれば， ドイツにおいて経営経済学が成立したのはライプチッヒ商科大
学が設立された1898年で，その歴史は100年を超えるものとなった。これに
ちなんで出版された経営経済学生誕100年を記念した論集において，シュナ
イダー (Schneider,D.)は経営経済学の進展を振返り，その起源ならびに国
民経済学との関係について改めて考察している。それによれば，経営経済
学の成立は，商科大学設立の10年後に始まった科学的共同体 (wissen-
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schaftliche Gemeinschaft)が国民経済学に対して自らの陣営を築き，そこか
ら分離することで1912年学問的学科として自立したことをメルクマールと
しており，それが今Hの「経営経済学」と呼ばれる学問を形成した凡
ところが最近，経営学では制度学派を中心とするミクロ経済学的アプロ
ーチが積極的に導入され組織論との融合が図られたり，意思決定論・ゲー
ム理論を駆使して新たな体系を構築しようとする動きがみられる一方，経
済学の分野では，市場の均衡論的枠組みに依拠した伝統理論が企業の詳細
な研究を捨象したとの反省から，企業分析をさらに深化させ，経済制度に
とってより意味のあるモデルを提示する試みがなされている。そこでは経
済組織の基本的な性格が検討され，特に情報と知識の処理・扱いいかんが
組織の生産性と効率性を左右することに注目がおかれる。
ノイス (Neus,W.)は， もともと経営学と経済学は「経済科学の一部」と
いう性質からして，少なくとも方法上共通する点が見出されるとしてい
る2)。かれがいうには，経済学をマクロ経済学とミクロ経済学に分類した場
1) Schneider,D., Geschichte der Betriebswirtschaftslehre, in: Lingenfelder, M. 
(Hrsg.), 100 Jahre Betriebswirtschaftslehre in Deutsch/and, Miinchen 1999, S.16. 
2)田中照純は，経営学と経済学を統一し，それらをともに自らの内部に包摂するよ
うなより広範な学問としての経済科学の存在を認めており，経済科学は人間社会の
経済的構造を研究領域とすると述べる。そしてそのような経済科学内に存在する経
営学と経済学が何を基準に区分・区別されるか， という問題に対して田中は批判経
営学の研究対象による区分を可としている。かれによれば，批判経営学においては，
経営学の研究対象が個別資本の運動である一方，経済学の研究対象が社会総資本の
運動と措定され， しかもその両運動は質的側面において相違している。すなわち，
個別資本運動が生産，販売，財務，労務などの諸機能を通じて活動する結果に附随
して管理・組織の問題が派生し，それが経営学の研究領域を形成している。それに
対して社会総資本運動は物価の形成と変動，国民所得の増減，景気循環などの現象
を生起させ，それが具体的な経済学の研究対象を形成している。
田中はこのような質的相違に着目して経営学と経済学の区別を試みているが，た
だし，両学問とも人間社会の経済的構造を研究するという意味では同じ土台を共有
しており，各々の理論内容は互いに影響しあうとしている。そのことからかれは，
両学問が互いに独立学問でありながら，相互依存関係にあるとして，両学問を経済
科学内において相対的に自立しているものと位置づけている。私見によれば，一般
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合，マクロ経済学と経営学は経験対象を異にしており，両者の視点には直
接的な共通点はない。それに対して，家庭・企業といった個別経済主体の
意思決定を理論的に説明するミクロ経済学と経営学は，明らかに接点が存
在する。確かに， ミクロ経済学的言明が本質的には社会の福祉と繁栄にか
かわるもので，これは経営学に妥当しないのが事実としても，全体的福祉・
繁栄に関する言明は経営学にとって非常に有意義なもので，実際のところ，
ミクロ経済学と経営学が分析解釈する間の境界は不明確なままである3)。
このようにみると，経営学は経済学からの独立をなによりの課題として
歴史的に生成したが，企業組織を理論的に解明するという点において，実は
それと相即的に進展してきたといえるかもしれない。そこで本稿では，経営
学と経済学との関係を改めて問う 1つの手掛かりとして， ドイツ経営経済
学生成時の方法論争において国民経済学者の立場から一時私経済学樹立を
力説していたエーレンベルク (Ehrenberg,R.)の所説を取り上げ，そのなか
にみられる企業者論をマーシャル (Marshall,A.)のそれと比較することで，
経営学成立期の国民経済学者による企業分析の貢献を明らかにしたい。
I. 企業者論の典型としてのシュムペーター
ところで，なぜマーシャルの企業者論との比較が有益であるか説明する
必要がある。マーシャルは，「連合王国における経済学の講座の半数はマー
シャルの教え子によって占められており 4)」，「教え子と教え子の教え子を
に経済学の研究対象といえば主としてマクロ経済学的内容を形成しており， ミクロ
経済学と経営学の関係をどのようにとらえるかという問題が残っているように思わ
れる。田中の経営学と経済学の関係に関する議論は以下を参照されたい。田中照純
『経営学の方法と歴史』ミネルヴァ書房， 1998年， 69-84ページ
3) Neus, W., Ein_似hrung in die Betガebswirtschaftslehre aus institutionen-
りkonomischerSicht, Ttibingen 1998, SS.14-15. 
4) Foxwell, H. S., The Economic Movement in England, in: The Quarterly 
Journal of Economics, Vol.2, No.l, Boston 1887, p.92. 
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通じて，マーシャルの支配はほぽ完璧といっていい5)」といわれるほど，当
時の経済学界において絶大な影響力をもった人物であり，一般的にかれの
経済学史上の理論的功績は，価値論において供給者側の生産費と需要者側
の効用の両方を説明原理にし，価格と需要量を単なる対応関係ととらえた
静学理論に時間要素を加え，長期分析と短期分析を区別して正常価値を明
確に規定したこと，さらに部分的均衡理論の提示を行い，市場の均衡過程
に具体性をもたせるよう努めたことにある。
もともと従来の均衡論的枠組みが前提とする，経済主体の合理性と情報
の完全性，ならぴに企業の代理人的性格と市場均衡の速やかな達成は，情
報の非対称性，社会構成員の選好の変化・多様性，時間経過にともなう環
境条件の変化，x-非効率などの要因が作用して市場が調整されるという現
実を無視したものであるといってよく，マーシャルはそのような市場調整
の現実に肉薄するべく，各市場が均衡に収束するその過程において経済活
動を行う人間の本来的な営為に焦点をあてた。かれはその営為こそが，企
業者の活動であると確信していた。だが伝統的経済理論では企業者の機
能・役割は軽視されがちであった。
ちなみに，経済学における企業者の無用化に痛切な批判を浴ぴせ，資本
主義の発展が革新的企業者の行動を基軸として内生的に展開されることを
明示的に説明したのは，いうまでもなく，シュムペーター (Schumpeter,J. 
A.)である。しかし，かれの企業者論は，池本正純によれば叫市場メカニ
ズムの作動から遊離した特異な性格をもつ説であるのに対して，マーシャ
ルは市場メカニズムに内在した企業者の役割に注目することで，企業の市
場行動のリアリティーを失わない姿勢を保持し続けた。さらに橋本昭ーに
よれば，マーシャルの企業者論は経済発展を進める革新機能ばかりか，新
5) Keynes, J.M., Essays in Biography, London 1972, in: The Collected Writings of 
]. M. Keynes, Vol. 10, p.224. (大野忠男訳『人物評伝』『ケインズ全集』第10巻，
東洋経済新報社， 1980年， 297ページ）
6)池本正純『企業者とはなにか』有斐閣， 1984年， 39-41ページ
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たなシステムを維持・継承していく革新の定着にも配慮している”。マーシ
ャルの研究上の特徴が，常に現実に基づく理論化にあったとされるのも首
肯できる。こうしたことから本稿では，マーシャルの所説を比較対象とし
て取り上げたが，さらにここでは，マーシャルの企業者論の卓越性を明ら
かにするため，目下企業者論の代表的見解であるといってよいシュムペー
ターのそれを簡見しておく。
シュムペーターは，経済学の基本的任務を経済社会における内生的発展
の法則の解明と設定した。そのことからかれは，従来の経済理論が経済生
活を均衡状態に向かう経済の傾向という観点から描写してきたもので，地
理的・社会的環境の変化に対してその変化の結果を理解できるよう構成さ
れたものであると特徴づけて，従来の静的均衡論においては経済発展の原
因が単なる経済外的与件の変化に帰しているとした凡しかし，シュムペー
ターは経済生活そのものがそれ自身の与件を急激に変化させること，つま
り「『自分自身に委ねられた』経済に起こる変化9)」に経済発展の源泉をみ
て，経済の内部発生的な変動要因が経済発展の原動力であると考えた。そ
れがまさに企業者の革新行為であり，「新結合の遂行」であった。経済の発
展はこのような内部的力によって動かされ，経済循環の慣行軌道を打破す
る現象として現れるが，シュムペーターによれば，経済における革新は常
に生産の側から生じる 10)。かれにとって生産を行うということは，利用可能
な物や力の結合であった11)0 
資本主義下の企業が私的利潤の追求を目的に合理的・計画的に運営され
7)橋本昭一「産業組織論」橋本昭一編『マーシャル経済学』ミネルヴァ書房， 1990
年， 170ページ
8) V gl. Schumpeter, J. A., Theorie der wirtschaftlichen Entwicklung, 2. neubear-
beitete Auflage, Mlinchen / Leipzig 1926, S.75. (塩野谷祐ー／中山伊知郎／東畑
精一訳『経済発展の理論』（上），岩波書店， 1977年， 140ページを参照）
9) Ebenda, S.95. (塩野谷／中山／東畑訳，同上書（上）， 174ペー ジ）
10) Ebenda, S.100. (塩野谷／中山／東畑訳，同上書（上）， 181ペー ジ）
1) Ebenda, S.100. (塩野谷／中山／東畑訳，同上書（上）， 182ペー ジ）
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ていく事業体である限り，利潤の創出は他企業との競争において有利な立
場にたつことが不可欠である。そのためには旧式の結合から新式の結合を
実現し，遂行する必要がある。シュムペーターによれば，新結合の具体的
形態として，①新しい財貨，②新しい生産方法，③新しい販路の開拓，④
原料あるいは半製品の新しい供給源の獲得，⑤新しい組織の実現がある12)。
シュムペーターは，発展の経済的要因が生産手段ストックの蓄積にある
とする従来の経済理論の説を否定するとともに，新結合の遂行が未利用の
生産手段の利用によるのではなく，国民経済における生産手段ストックの
転用を意味するものであることを強調した13)。ところで，この生産手段スト
ックの転用である新結合を遂行するためには，生産手段の支配が必要とな
る。だがその場合，流入しつつある収益によって生産手段を獲得できない
ため，新結合を遂行しようとするものに生産手段を奪取すべき購買力を付
与する機能が必要となる。つまり新結合遂行者は，貨幣あるいは貨幣代替
物について信用を求め，これによって必要な生産手段を求めなければなら
ない。このような信用を供与することこそ資本家の機能であり 14),唯一銀行
家が果たす役割である 15)。
このような銀行からの信用を供与されて新結合を遂行する主体，および
それを経営体に具現化したものを，シュムペーターは「企業」と規定し，
この新結合の機能を自らの機能と同一化させ，その遂行にあたって能動的
要素となるような経済主体を「企業者」とした16)。いうまでもなく，経済発
展の本質的根本現象は，企業者機能ならぴにそれを担当する経済主体の行
動ということになる。
「新結合を遂行する」ものはだれでも企業者であり， したがって 1度創
12) Ebenda, SS.100-101. (塩野谷／中山／東畑訳，同上書（上）， 183ペー ジ）
13) Ebenda, S.103. (塩野谷／中山／東畑訳，同上書（上）， 186ペー ジ）
14) Ebenda, SS.104-105. (塩野谷／中山／東畑訳，同上書 (J:.), 188ペー ジ）
15) Ebenda, S.110. (塩野谷／中山／東畑訳，同上書（上）， 198ペー ジ）
16) Ebenda, SS.110-111. (塩野谷／中山／束畑訳，同上書 (J:.), 198-199ペー ジ）
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造された企業を単に循環的に経営していくようになると，それはもはや企
業者としての性格を喪失する 17)。
それでは企業者の資質とはいかなるものか。シュムペーターによれば，
すべての人々は日常生活を伝統的な形式において認識，処理し解決を図っ
ている。ところが慣行の領域外に出て行動することは，困難をともない新
しい要因を含む。その困難とは，①意思決定や行動の際の基準がなくなり，
不確実で漠然とした範囲で確定できるものに準拠せねばならないこと，②
固定的な思考習慣が残存すること，③社会環境の抵抗である 18)。この困難を
克服し，状況を改善させる力が指導力である。指導とは仕事そのものでは
なく，これを通じて他人に影響をおよぼすことを意味する 19)。つまり企業者
には，旧来の慣行軌道を破壊する強固な意志をもった指導力が不可欠な要
件となる。ちなみに，他人への影響力を表現するものに権威があるが，そ
れは企業者にとってさほど重要なものではなく，むしろ視界の鋭さや偏狭
さ，独立心の有無といったことが重大な意義をもつ20¥
さらにシュムペーターは，企業者が快楽を求める飽くなき欲望に突き動
かされて行動を行うものではなく，別の動機づけをもっているとみた。そ
れは，①私的帝国を建設せんとする力，②勝利者意志，③創造の喜びであ
り，そのなかでも私的帝国の建設において私有財産が，企業者活動の本質
的要因となる21)。
こうした動機に促されて企業者は，生産手段ストックの転用をもたらす
べく銀行からの信用を受け活動を行う。このようなシュムペーターの論に
したがえば，企業者において，生産手段ストックを蓄積する意義は全くな
く，銀行の信用創造を通じて新規購買力を獲得することが重要である。か
17) Ebenda, S.116. (塩野谷／中山／東畑訳，同上書（上）， 207ペー ジ）
18) Ebenda, SS.124-127. (塩野谷／中山／東畑訳，同上書（上）， 223-228ペー ジ）
19) Ebenda, S.128. (塩野谷／中山／東畑訳，同上書（上）， 230ペー ジ）
20) Ebenda, S.130. (塩野谷／中山／東畑訳，同上書（上）， 232ペー ジ）
21) Ebenda, SS.138-139. (塩野谷／中山／束畑訳，同上書（上）， 245-248ペー ジ）
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れによれば，企業者，企業は銀行に依存するものであり，その意味で企業
者はリスクを負担せず， リスクを負担するのは常に資本家，つまり信用供
与者である銀行家である22)。このことから「利子は企業者利潤に対してあた
かも租税のように作用する23)」のである。企業者利潤は，企業者の新結合の
成果として現れるもので，その本質は現存の財貨をより有効的に使用する
ことによって獲得された利得である。しかしシュムペーターは，この新た
な財貨が経済の循環に組み入れられ，正常な価格と費用の関係におかれた
ならば，企業者利潤は消失するものとみなした。
それでは賃金と企業者利潤の相違はどこにあるか。シュムペーターによ
れば，賃金は労働の限界生産力によって決まるもので，持続的所得を形成
し，さらに生産物価格に反映されるのに対して，企業者利潤は費用法則や
限界生産力法則から逸脱したもので，それゆえ持続的所得に含まれず，価
格要素でもない24)。そしてその大きさは循環における所得の大きさのよう
に確定的に規定されるものではない。資本主義社会においては，この企業
者利潤なくして財産形成はできず，大部分の財産を創造する行為は，企業
者の行為にほかならないのである25¥
このようにシュムペーターは，経済発展の原動力をひとえに企業者の新
結合の遂行においた。企業者とはまさに，自動反応装置としての市場メカ
ニズムを外部から動揺させて均衡を破壊し，そこに利潤機会を見出す強固
な意志力をもつものである。だが，発展を唯一企業者の個人的業績に帰す
るシュムペーター論は非常に劇的で，派手な性格を帯ぴ，人々を魅了する
には十分であるが，それゆえかえってリアリティーを喪失させているとい
う指摘がある。池本は，それが資本主義の内生的発展の特質を市場メカニ
22) Ebenda, S.217. (塩野谷祐一／中山伊知郎／東畑精一訳『経済発展の理論』（下），
岩波書店， 1977年， 24ペー ジ）
23) Ebenda, S.261. (塩野谷／中山／東畑訳．同上書（下）， 95ペー ジ）
24) Ebenda, S.235. (塩野谷／中山／東畑訳，同上書（下）， 52ペー ジ）
25) Ebenda, SS.236-237. (塩野谷／中山／東畑訳，同上書（下）， 53-54ペー ジ）
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ズム以外のものに求めざるえなかったシュムペーターの意図の結果である
と結論づけている26)。
こうして，シュムペーターにおいて企業者は市場メカニズムを超越した
存在として祭り上げられた。シュムペーターは確かに革新活動の遂行が組
織の多種な諸活動と分かちがたく結びついて達成されるものと認め，マー
シャルが企業者機能を広く経営と同一視したことに一定の理解は示した
が， しかし企業者活動は他の諸活動と区別されるべきで，日常の事務管理
のなかに企業者活動を含めることは企業者機能の本質的側面を不明瞭にす
るとして，マーシャルの見解を退けた27)0
シュムペーターの議論は常に理念的性格をもち，理論の抽出加工におい
ては強い説得力をもつ。しかし，経済の現実を追究すると，企業者は市場
メカニズムのなかに組み込まれ，組織のなかでその指導力を発揮すると仮
定した方が，企業の市場行動の実際に接近できる。そのような現実の経験
的事実を帰納しながら，企業者の役割を総合的に分析したのがマーシャル
その人であった。シュムペーターが批判した企業者活動の事務管理への埋
没のなかに，実はマーシャルの企業者論の真髄があったかもしれない。
次節では生産活動としての商業， リスク負担と権限，企業者報酬の概念
といった項目に焦点をあて，マーシャルとエーレンベルクの所説を個別的
に比較検討していく。
II. マーシャルとエーレンベルク
(1)生産活動としての商業
マーシャルの商業論：マーシャルは生産活動を需要に供給が適合するよ
う調整していく過程であると考えた。かれは個々の企業が均衡化に向かう
26)池本，前掲書， 40ページ
27) Schumpeter, a. a. 0., S.115. (塩野谷／中山／東畑訳，前掲書（上）， 205-206
ペー ジ）
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過程，すなわち競争の一面を「代替の原理」と呼んだが，それは，生産者，
ひいては社会がその使途に最も効率的に適合する生産諸要索を選択するこ
とを意味している。この競争は，マーシャルによれば，完全競争というも
のではなく，市場の状態について個々の企業者は全く限定的な知識しか持
ち合わせていない28)。それゆえ企業者の能力が，最も能率的な生産諸要索の
組み合わせに際して重要となる。
個々の企業者の間では当然その能力に格差があるため，また生産諸要索
が時間とともに可変的であるため， 1つの産業内には様々な費用関数をも
つ企業が存在するとマーシャルは考えた29)。ある時点で生産効率が最適の
企業があっても，それぞれの企業の努力や運によってそれは取って代わら
れる激しい競争が同産業内で繰り広げられているのである。「代替の原理」
に基づく市場過程において，様々な障害を克服して生産諸要素の最適結合
を図るのが企業者の務めである。
ところでマーシャルは，市場の取引関係は常に不確実的状況のもとにお
かれ，不均衡が常態であるとする見方をもっていたが，この状態の改善に
商人が主導的役割を果たすことに着目した。商人は一般的に市場の価格形
成において，均衡価格に可能な限り近いところで安定的に取引を実現させ
る役割をもつ。つまり，潜在的な売り手と買い手の取引機会を円滑かつ互
いの利益になるよう仲介する。そのような商人は従来の見解からすると，
何も創造しない非生産的な要索とみなされてきたが，マーシャルにとって
生産とは効用を創出することであって，その意味で商人も製造業者もその
労働は等しく生産的なものであった30)。マーシャルは企業者の役割がこの
効用を生み出すことにあると，より本質的には，効用を創出するために生
28) Marshall, A., Principles of Economics, 9. (variorum) edition, with annota-
tions by Guillebaud, C. W., Vol.l(Text), London 1961, p.540. (馬場啓之助訳『経
済学原理』 IV,東洋経済新報社， 1967年， 51-52ペー ジ）
29) Cf.ibid., p.619. (馬場訳，同上書IV,154-155ページを参照）
30) Cf.ibid., pp.63-67. (馬場啓之助訳『経済学原理』 I• 東洋経済新報社， 1965年，
81-85ページを参照）
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産活動の過程を方向づけ，生産諸要索を組織化することにあると考えた。
このことから，かれは企業者の典型的機能を，売り手と買い手の仲介にた
つ商人の活動にみたのである。
池本によれば，マーシャルは仲介者としての機能を遂行する企業者の意
味を 2通りにみている。それは一方で，財・サービスが製造過程から流通
過程を通じて最終消費者に届くよう取次ぐ意味での仲介者であり，これは
本来的な商人活動の範疇に包含されるといって差し支えないであろう。他
方，様々な経営資源が投入される経営過程そのものにおいてもそれら資源
を調整・適応させることは一種の仲介にあたる 31)。前者は端的にいって，流
通業に代表されるもので，供給を需要に適合させて財・サービスの効用を
実現させるのに対して，後者はいわゆる大規模事業体に代表される企業の
内部組織における仲介の役割に注目したものである。
池本は，このような仲介的役割をなす企業者機能を，「生」の生産要素か
ら最終生産物への流れへの介入という視点で取り扱っている。流れの前方
では経済活動の分割による専門化（生産や消費）を行い，生産者余剰，消費
者余剰を創出させることに企業者の活躍の場がある一方，流れの後方では，
専門化された産業の企業内において経営資源の最も効率的な適合を図るこ
とに企業者存立の条件がある。企業内で必要な資源の調達を内部組織を通
じて行うか，あるいは市場を通じて行うかの判断は，状況を慎重に見極め
る企業者に任されるが，この場合，いずれにおいても資源の販売者には生
産者余剰を創出し，購入者には消費者余剰を創出させる 32)。
こうした「生」の生産要索から最終生産物への流れを池本は，「商品の成
熟化過程」（以下，「成熟化過程」）と呼ぶ。この「成熟化過程」には 2つの構
造が内包されており， 1つはある財・サービスが製造，提供され，最終的
に消費者に販売，享受される単層構造の過程であり，いま 1つは，ある財・
サービスがインプット＝アウトプットとして繰り返し投入＝産出される重
31)池本，前掲書， 60ページ
32)同上書， 63-64ページ
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層構造をもつ過程である 33)。要するに，この「成熟化過程」の介入を通じて
財・サービスないしは経営資源の調整を行うことが，企業者の本来的任務
であると結論できる。
このようにマーシャルは商業の機能に積極的な意味を見出し，企業者を
商人とのアナロジーで論じることで，企業者の本質的部分を照らし出した。
もともとフランス語の entrepreneurは，間 (entre)をとりもつ人(preneur)
とも解釈できる。
ちなみに，マーシャルは企業者機能のうちとりわけマーケティング能力
を重視している。というのは，現実の市場状況として価格は「フルコスト
原則」に基づいて決定され34),いったんそれに基づいた供給価格が定着すれ
ば，その硬直的性格が原因で価格切り下げに容易に踏み切れず35),常に供給
過剰の圧力が各々の企業にかかるため，適切な販売量とストック保持を判
断できる能力が結果的に企業の存続を左右することになるからである。
マーシャルはこの価格形成にかかわる諸財の供給と需要関係において
も，それらを合理的に適合させ，適切な費用回収と正常利潤の獲得に努め
る仲介能力を企業者の不可欠な資質としている。
エーレンペルクの商業論：エーレンベルクは， 1896年ハンプルクにおい
て「商業の国民経済的意義について」と題する講演を 4回行い，そこで商
業の国民経済的意義について政策的含意をもった意見を開陳した。それに
よれば，これまでの国民経済学者の商業に対する見解は，伝統的に商業を
33)同上書， 65ページ
34) Cf. Marshall, Prineゆ!esof Economics, p.617. (馬場訳，前掲書IV,151-152ペ
ージを参照）
35)池本によれば，価格形成が需要の変動によって動く時，その影響はいったん在庫
の変動に現れ，在庫水準の程度が価格変化に直接的作用をおよぽす。それゆえ，現
実の価格形成の過程は在庫水準に依存しており，各期の生産量を規定するのは流通
費用である。もしその場合，価格切り下げを断行すれば，在庫を保有する業者にキ
ャピタルロスが生じ，業者間の取引関係に摩擦を生み，結果的に業界そのものの信
頼感を打ち壊すことになり企業は多大な損害をうける。したがって，正常の供給価
格は下方硬直的性格をもつことになる。
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非生産的に論ずる内容のもので，その発端は重農学者からであった。しか
しドイツ国民経済学内部では，商業について，例えばリスト (List,F.)や
旧歴史学派の領袖ロッシャー (Roscher,W. G. F.), クニース (Knies,K.) 
におけるように，商業の生産性が論じられたり，国民経済に対する商業の
意義が理解されたりしていた。さらに，当時編纂されていた『国家学辞典』
(HandwtJrterbuch der Staatswissenschaften)の「商業」の項を執筆したマタ
ヤ (Mataja,V.)は，商業の国民経済的意義について，商業が経済にとって
不可欠な諸給付の実行を引き出し，それを自らの職務とするところの分業
の創造物であり，生産者と消費者の間の直接的取引が困難になればなるほ
ど，商業は国民経済にとって不可欠な機能に従事すると述べた。またかれ
は，生産活動とは諸財が実際に消費者の処分力のなかに入ってはじめて完
了するものとみて，利用可能な対象物の物理的生産のみを生産活動とみる
従来の理論に反駁した36)。しかし国民経済理論においては，依然として「一
方の手から他方の手への財の移動」を生産活動に含めないとする見解が一
般的であった37)0
そもそも生産とはなにか， とエーレンベルクは問いかける。かれは，人
間が欲求の充足を求める性質をもつ存在であり，それを自然に任せてもま
まならないことから，人間自ら労働を行うことで，直接的に使途できる経
済財の自然的欠乏の克服ができたのなら，その営為労働は生産になるとし
た38)。つまり，ェーレンベルクにとって生産とは諸財の自然的欠乏の解消で
あり， しかも，それは 4つの方向に満たされなければならなかった。それ
は，①充足に必要な量の不足，②充足に必要な性質に財がなっていないこ
と，③欲求のある場所に財がないこと，④欲求のある時間に財を自由に処
36) Mataja, V., Handel, in: Conrad, J./ Elster, L./ Lexis, W. / Loening, Edg. 
(Hrsg.), HandwlJrterbuch der Staatswissenschaften, 3. g~nzlich umgearbeitete 
Auflage, 5. Bd., Jena 1910, S.245. 
37) Vgl. Ehrenberg, R., Der Handel, Jena 1897, SS.15-19. 
38) Ebenda, SS.23-24. 
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分できないこと，これである39)。それゆえ，ェーレンベルクは生産の概念が
これらすべてを包括し， 1つでも克服できなければ生産が不完全に終わる
と主張した。
経済財の生産に根本的変動を与えたのは交換取引の発生であった。交換
取引の生成と発展は生産内部の諸行程，すなわち分業を生起させた。エー
レンペルクによれば，分業はさらに 2つに区別されなければならず， 1つ
は生産部門別分業で，いま 1つは生産種類別分業である40)。前者は社会が必
要とする各種の生産物を各々の経済主体が製造することであり，後者は生
産物の価値実現のための一連の諸行程を専門的に分割したものである。つ
まり後者は前述のエーレンベルクの生産概念と結ぴついており，諸行程の
遂行は諸財の自然的欠乏の克服を意味し，よって生産種類も各々の欠乏を
克服する産業，すなわち原料生産，工業，商業，投機（金融）から成り立つ。
エーレンベルクによれば，確かにこれらの明確な区別は困難であるが，発
生順として，実際のところ原料生産が最初に誕生し，最後に投機が商業か
ら派生した41)。とりわけ，商業は経済財における自然の場所的欠乏を克服す
る任務をもち42), 生産が上の4つの欠乏の克服を包括する概念であるなら
ば，商業も必然的に生産種類の 1つとみなされ，実際，それなしに完全な
生産の終了とはいわれなかった。
ところで生産は，価値の次元でみれば，生産物に転移されている価値の
実現ということもできる。エーレンベルクは，これまでの価値論では労働
価値説と効用理論の二大理論が主流をなしてきたと述べ，かれ自身は価値
の規定を一方で価値を形成する給付に，他方で人間が財・サービスを利用，
享受する際のそれらの有益性に基づかせた43)。かれは，クニースの価値に関
39) Ebenda, SS.24-25. 
40) Ebenda, SS.30-31. 
41) Ebenda, SS.33-34. 
42) Ebenda, SS.34-35. 
43) Ebenda, S.40. 
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する言説を自らの考えに近いとしつつ，結局，価値を質料価値，形態価値，
場所価値，時間価値の 4者に区分した。エーレンベルクは，このうち財の
場所価値の実現を商業の任務と規定し，商業がその量と性質から生まれる
価値をすでに有する財に新たな価値を，つまり場所価値を付加させるもの
であるとして商業の価値創出的意義を明らかにした。
またかれは，仲介的機能の点からみて，経済的労働の数多くの部分が商
業によって有機的に構成されていると考え，国民経済の組織者としての商
業の役割に注目した。かれは分業が進展すればするほど，商業の，特に組
織編成的部分の活動の意義は高まるとみていたのである44)。
(2) リスク負担と権限
Iでみたように，シュムペーターは企業者にリスクを負わせず，唯一資
本提供を担う主体，つまり信用創造を行う銀行家をリスク負担者とみなし
た。それとは対照的に，マーシャルとエーレンベルクは企業者にリスクを
負担させ，それにともなう権限発生を明確に認識していた。
マーシャルにおける企業者のリスクと権限：マーシャルのいうリスクと
は端的にいって，資本の固定化を指している。池本はそのリスクを「成熟
化過程」への企業者の介入と関連させて具体的に解説している。かれによ
ると，ある資源の取引に際して，企業者は将来の生産者余剰を見越した上
で，取引に際して発生する消費者余剰を最大化させるべく資源の購入を行
い，経営過程への投入を実行するが，投入された資源の価値実現が将来的
に約束されていない限り，価値実現は時間の経過とともに不確実性にさら
され， しかも市場状況に関する知識が，企業者に限定的にしか与えられて
いないことが一層この事態を強める。ここに製造活動におけるリスクが胚
胎する条件がある。経営資源の投入＝産出過程においては，資源が固定化・
滞留するリスクが必然的にともなう 45)。経営資源，例えば労働，原材料，設
44) Ebenda, S.62. 
45)池本．前掲書,101ページ
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備は資金を投じて購入されたもので，資本の具形化されたものにほかなら
ない。つまり，製造活動にとってのリスクとは，まさにその過程における
資本の固定化である。
この事情は商業でも変わらない。商業においては商品の仕入れという投
入を行い，販売という産出を繰り返す過程である。仕入れから販売までに
は一定の時間を必要とし，その間にはさまざまな不確実的要因が介在する。
そのような不確実的状況におかれた仕入れ商品は，全て確実に売却できる
か定かではなく，そのため流通業者はいったん在庫として仕入れ品を流通
過程に滞留しておかなければならず，ここにも資本の固定化が生ずる46)。
すなわち製造であれ商業であれ，事の本質は「成熟化過程」において資
源（財・サービス）の流れに方向づけをし，組織化を図る企業者が事業活動
の別にかかわらず，「成熟化過程」への投入の形で資本投下を行い，最終消
費者への販売という形の産出を実現するまで，一時的な資本の固定化を必
然的にともなうということである。このことがマーシャルのいう企業者の
リスクである。
マーシャルはさらに，企業者のリスク負担が管理の権限と不可分である
という，いわゆる委譲理論も提示した。かれはこういう。「事業上の意思決
定にはほとんど建設的な思考が必然的にともなう。つまり，一般的に諸リ
スクの選択があるのだが，ある機能とリスクを一緒に委譲することなしに，
ある機能に固有のリスクを負担するかどうかといった選択はまずあり得な
いことだといってよい47)」と。マーシャルは，企業組織において管理の権限
を分散させることはありえるが， リスク負担全般に関しての決定権はリス
ク負担者の手中にあると述ぺた48)。
ここでリスク負担は責任と換言できるであろう。一般的に責任とは（委譲
された）業務を遂行すべき義務である。そうであれば，ここの意味における
46)同上書， 102ページ
47) Marshall, A., Industry and Trade, 4. edition, London 1923, p.270. 
48) Ibid., p.645. 
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業務とは資本の固定化を最小限に抑止することであり，その点では企業組
織内部には各階層に管理者が存在し，各々の部門の効率化を図るべく資源
の合理的活用を行い資本の固定化を防ぐ努力をしている。下位レベルに行
くほど業務はルーティン的になり， リスクを負う程度は狭小なものになる
が， トップレベルでは業務全般について責任を，つまりリスク全般を負担
しているといえる。ここに， トップレベルが事業の根幹にかかわることに
ついて意思決定する必要があり，またその権限を有している所以がある。
このようにマーシャルは， リスクを「成熟化過程」における資本の固定
化とみなし，その負担が企業者機能の 1つの核心であり， リスクの引き受
け，つまり責任の履行が企業者の意思決定における権限の根拠になること
をすでに洞察していた。
ちなみに，株主も企業の資金を提供しているという点では資本の固定化
にさらされたリスクを負担するもので，それに限っていえば，マーシャル
の意味の企業者に属する存在である。したがってマーシャルによれば，所
有と経営の分離によって株主の権限はみえにくいものになっているが， リ
スクの負担と権限が同広同量のものであるという原則から，株主も取締役
の選出という形で間接的な監督権限を行使しているのである49)0
エーレンペルクにおける企業者のリスクと権限：エーレンベルクは「近
代企業の本質」 (DasWesen der neuzeitlichen Unternehmung, 1906)のなか
で，近代の企業特に株式会社の本質を法学的思考におくのではなく，経
済学的思考におくことを求めた。そのことによって，有限責任制とか法人，
あるいは資本会社に株式会社の特徴があるのではなく，企業者労働と資本
提供の完全な分離にその特徴があるとした。つまりかれは，株式会社内部
で資本家と企業者の人的不一致が生じ，分業の領域に属す異なる社会集団
が形成されることに，株式会社の経済的側面の特徴が存すると考えた50)0
49) Ibid., pp.645-646. 
50) Ehrenberg, R., Das Wesen der neuzeitlichen Unternehmung, in: Thilnen-
Archiv, 1. Bd., Jena 1906, S.79. 
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マーシャルはリスクを「成熟化過程」における資本の固定化とみて，そ
の負担が企業者機能の 1つの核心であることを洞察したが，それゆえ，究
極的に株主も企業者のうちに含め， リスク負担の発生にともなって生じる
監督権限を間接的に行使するものであると述べた。それではエーレンベル
クにおいてリスクとはどのようなことを意味したのであろうか。
エーレンベルクによれば，資本家は出資に際する資本リスクを負い， し
かも出資額あるいは（無限責任の場合）資産の範囲内において責任をもつも
のである。そのこと，つまり資本家が資本リスクを負担することによって
資本家は企業者とはみなされない。実際，資本利用にはリスクがともない，
特に貸付金，他人資本の場合はあらゆるリスクの可能性を有するが，企業
にとってさらに重要な創業リスクと労働リスクを負うのは，株主と違う別
の集団である。資本家は企業と結びついた資本リスクの一部を負担して，
残りの経営の資本リスクは株式会社の債権者が負う 51)0
では，その創業リスクと労働リスクを負担するのはどのような主体か。
それはほかでもない企業者である。エーレンベルクは， とりわけ労働リス
クが3つの側面から成り立つと考えた52)。まず 1番目に，企業者の賃金がか
れの企業で生産した生産物の価格に依存しているため，企業者にはその労
働の対価の保証がないこと， 2番目に企業者は信用の喪失のリスクにさら
されていること， 3番目に，信用の喪失と関連するが，企業者は完全にあ
るいは部分的に生計の源を喪失するリスクを負っていることである。その
うち， 3番目のリスクについては，頭脳労働者たる企業者と峻別される一
般労働者も負担するところになるが，株主はこれらいずれも負担するもの
ではない。企業者の企業者たる所以の 1つが，労働リスクすべてを負担す
るものであるならば，当然資本提供者，株主は企業者とすることはできな
しヽ。
51) Ebenda, SS.76-77. 
52) Ebenda, S.77. 
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エーレンベルクは，株式会社の企業者がその労働に対する賃金の保証が
ない上に，注意深い配慮を怠る誘惑に駆られやすいため，他の企業形態の
企業者よりも個人的信用を喪失するリスクが非常に大きいとみていた。そ
れは，一見リスクと無関係のものが存在するようであるが，実際のところ，
それだけ一層急迫にリスクは他の人たちの前に出現し，場合によっては生
計手段を喪失させてしまうことになる。この事情は，株式会社ほどではな
いにしても，他の企業形態の企業者においても変わるところがなく 53),そこ
で企業者は企業をミスリードしないためにも，高度な倫理心を内在的動機
として，専門知識を駆使しながら企業運営を積極的に前進させることで社
会を牽引していかなければならない。
それゆえ，企業内の 3つの要索，資本家，企業者，一般労働者のうち，
イニシアチプを握るのは企業者で54),企業者が企業内の指揮上の実権を掌
握できる。エーレンベルクはこういう。「［企業にとって］『資本』はもはや原
動力ではないと思われ，むしろ，あらゆる本質的なことは創業者や経営指
揮者によって与えられる55)」と。ここで，かれは企業者を厳密に 2つの要素
に，つまり創業者と経営指揮者に分別している。リスクの関連でいえば，
経営指揮者は労働リスクを負担し，創業者は創業リスクを負担する。例え
ば，エーレンベルクが専門知識の必要などを話題にする場合には，経営指
揮者を念頭においていると思われ，そちらにやや重心をおく傾向が看取さ
れるが， しかし，創業者についても経済生活の全領域において企業の創業
ほど重要なものはなく，それは人間や外部自然の休眠生産力を組織して，
諸財の自然的欠乏状態の改善のために，目的合理的な有機体を形成する任
務を負うものとして56), マーシャルの企業者機能に結ぴつく経営資源の有
機的編成機能をそこにみていた。
53) Ebenda, SS.77-78. 
54) Ebenda, S.80. 
55) Ebenda, S.82. 
56) Ebenda, SS.82-83. 
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(3)企業者報酬の概念
マーシャルの企業者報酬概念：マーシャルは，資本提供者である株主な
どから管理権限の委譲を受け，企業組織内の階層ヒエラルキーを通じて指
揮権を行使する企業者が，事業の遂行に際して資源の最適な適合をなして
固定化のリスクを克服するためには，物的資源の知識はもちろん，人的資
源に対しても十分に配慮することを求めた。その結果リスクが克服できれ
ば，利潤が獲得されると考えた。
ところでマーシャルは，企業者利潤に非常に独自の特徴を与えた。かれ
によると，企業者利潤は「準地代」の性質をもっている 57)。「準地代」とは，
人間がつくった機械やその他の生産諸用具から引き出される所得のことで
あるが，マーシャルが独自的とされるのは，生産諸用具のなかに企業者の
資質・オ能や企業組織そのものを含ませて，それらの優位性からその使用
によって生まれる主要費用を上回る収益が得られるとしたことである。長
期的にはこの「準地代」は企業の補足的費用のなかに解消され，消滅する
ものと考えられたが，マーシャルはその利潤を企業組織全体に負う成果分
ととらえることで，永続的性質をもつものと考えた58)。
それをかれのいうところの経営能力の供給価格的視点でとらえると，経
営能力の供給価格は①資本，②企業者能力，③組織の3要索から構成され，
これに賃金を加えたものが企業の純所得である。マーシャルにおいて，資
本の供給価格は利子，企業者能力の供給価格は「経営の純稼得」，組織の供
給価格は「経営の粗稼得」から「経営の純稼得」を差し引いたものと理解
され59),それぞれの供給価格と労働者賃金からなる企業の純所得は，その企
業の優位性から当該産業の平均的企業である「代表企業」の所得より多い
57) Cf. Marshall, Principles of Economics, p.622. (馬場訳，前掲書IV,158-159ペ
ージを参照）
58) Cf.ibid., p.626. (馬場訳，同上書IV,163-164ページを参照）
59) Cf.ibid., p.313. (馬場啓之助訳『経済学原理』 I,東洋経済新報社， 1966年， 309
ページを参照）
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特別の余剰を生む可能性がある。これを形成するのが「複合的準地代」で
ある。その発生のもともとの根源は，企業組織内部の全要索に起因するも
ので，それゆえ企業の優秀性から導出される余剰は企業者能力，つまり企
業者の純稼得だけに帰着するのではなく，労働者の賃金，組織に還元する
べき性質をもつ。マーシャルは，そのような余剰（利潤）を「複合的準地代」
として，企業者のオ能が発揮される場が企業組織体においてであるならば，
利潤は企業者1人の優秀さに起因するのではなく，組織全体としての優位
性に起因すると考えた。
かれは確かに利潤の究極的源泉を企業者の能カ・資質に負わせたが，そ
れはあくまで企業者が指導力を発揮して組織の効率化を図った結果として
であって， しかも外部（環境）要因が企業組織に対し有利に作用してはじめ
て利潤が創出するとみていた。池本は，そのことが，マーシャルが企業者
利潤を地代と呼んだ所以であるとしている60)0
エーレンペルクの企業者報酬概念：エーレンベルクは，株式配当金が資
本利子と企業者の所得たる企業者報酬を含んでいるというこれまでの支配
的見解に異議を唱え， もし株式配当金の経済的性質を解明したければ，一
国の全株式会社が被った資本の損失を勘案して，長期間にわたって資本が
どれほどの利子を生み出したか究明しなければならず，結局のところ，会
社や企業の高額の配当金は資本利子とリスクプレミアムから成り立ってい
るとした。しかもその配当金の水準が，国の慣習となっている利率を決し
て上回らないとも述べた61)0
株式の配当が資本の使用料である資本利子と資本リスクに対するリスク
プレミアムとして支払われるものとすれば，エーレンベルクにおいて企業
者の所得はどのようなところを源泉として，いかなる性質をもっているの
であろうか。
エーレンベルクは，企業者の報酬が企業で生産した生産物の価格に依存
60)池本，前掲書， 129ページ
61) Ehrenberg, Das Wesen der neuzeitlichen Unternehmung, S.78. 
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しており，その価格は企業者の給付によって決定されるから，企業者の報
酬は給付に直結する交換経済的賃金であるとした62)。エーレンベルクにお
いて給付とは，すでみたように，価値を形成する給付のことであり，生産
そのもののことであった。またかれは「諸問題」 (Probleme,1906)のなか
で，企業者の報酬支払形態に言及した際，時間賃金，出来高賃金，割増賃
金，利潤分配方式，滑動式賃金をそれぞれ検討した結果，交換経済的原理
からみて最善なのが利潤分配方式で，「利潤分配方式が思慮のある多くの人
たちに，まさに効果的で公正な賃金システムの理想とみなされる63)」と述べ
た。このことから企業者は，この利潤のなかからかれの給付に相応した対
価を受け取ることになる。
それゆえエーレンベルクにおいては，企業者の給付に即する利潤は，諸
財の自然的欠乏を克服しようとする活動から形成されることになるが，さ
らにそれは，大橋昭ーが述べるように，個別企業が諸財の自然的欠乏をど
れだけ克服したかを価値的に示すもので，市場の評価を通じた企業の給付
の結果としての市場成果（利潤）でもある。その意味では企業者だけではな
く，一般労働者の給付に対しても利潤のなかからその対価が支払われなけ
ればならない64)。このことからエーレンベルクは，補助労働者（一般労働者）
においてもこのような利潤分配方式が採用され，その給付に対してできる
限り公正に賃金が支払われ，そのことによって質的にも量的にもできる限
り高度に給付を向上させることが国民経済の繁栄につながると考えた65)。
このようなエーレンベルクの利潤概念はマーシャルが労働者の組織に対
する貢献を「複合的準地代」の形でかれらに遠元することで，かれらの協
働意欲を確保し組織能率の向上を図り，それがひいては労働者の供給価格
を高めることになるとした利潤概念と根底で類同するものである。ただし
62) Vgl. Ehrenberg, R., Probleme, in: Thiinen-Archiv, l.Bd., Jena 1906, S.148. 
63) Ebenda, SS.149-150. 
64)大橋昭一『ドイツ経営共同体論史』中央経済社， 1966年， 109-110ページ
65) Ehrenberg, Probleme, S.152. 
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留意すべき点は，利潤と資本利子・リスクプレミアムとの関係である。エ
ーレンベルクにおいて給付とは， 4つの種類に分類される諸財の自然的欠
乏を克服する活動を意味したが，資本利子が資本の使用料であり， リスク
プレミアムが資本リスクに対する割増料である限り，資本は4つの種類の
給付生産のどの機能も担っておらず，諸財の自然的欠乏の克服活動に直接
的な関係をもたない。よって，ェーレンベルクの企業においては資本利子
やリスクプレミアムは，利潤に含まれるどころか，「企業費用に属する66)」
ものであった。
IV. マーシャルとエーレンベルクにおける経営学的視点
エーレンベルクにとって国家の促進する経済的企業の生存条件に関する
精密な分析は，かれの意図した個々の経済的因果関係のより科学的なアプ
ローチであったと同時に，従来の「個人主義的・政治的」な科学目標から
の自由な客観的態度の表出であった67)。
66) Ehrenberg, R., Bedeutung geschaftlicher Bilanzen filr die Wirtschafts-Wis-
senschaften, in: Thunen-Archiv, 1.Bd., Jena 1906, S.545. 
67)エーレンペルクは「チューネン・アルヒーフの諸目的」 (DieZiele des Thiinen-
Archives, 1906)のなかで，国民経済学を含む精神科学（社会科学）が自然科学の帰
納的方法を応用することが不可能であるか．また部分的にしか応用できないため．
主として精神科学は演繹に頼ってのみ精確な諸観察が行えるとした従来の経済学の
姿勢に反論し，ある前提のもとに論理的思考を行って結論にいたる過程が，全て諸
前提の正しさに委ねられており．その正当性が証明しようもないものであることを
指摘する。かれによれば，本来．自然科学の実験的手法を応用することが事実の真
理に接近できる道であるが．精神科学においては実験に代わる「比較」が唯一帰納
的方法であって．実際比較はあらゆる科学の構成要索であるし，実験的手続きの構
成要索である。かれはこのことから，精神科学における比較手続きが，対象とされ
る諸事実と諸事実の間にある諸関連が測定可能であるところでのみ展開されると
し．経済諸科学の対象とする人間の経済生活は測定可能な経済的事実を十分にもっ
ており，そのなかでも経済諸単位の経済的事実が比較単位を形成すると主張する。
そして最終的に．全体の欲求充足と社会的発展の責務を担う経済的企業が経済諸単
位のなかでも最も経済生活にとって意義があると結論づける。
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マーシャルは，従来の経済分析が初期条件において内生的諸変化に積極
的に対応していないことに不満をもって，変化を発生させたシステムにお
ける諸要索を観察するなかで，スミス (Smith,A.) とダーウィン (Darwin,
C.)の諸原理の可能性を認識し，その過程において企業に注目した。という
のは，ローズビー (Loasby,B. J.)によれば，スミスとダーウィンの諸原理
のこの結合は， 1つの適当な選択環境における継続的な多様性の発生に基
づいており，そこには多様性の主たるエージェントが必要とされるが，マ
ーシャルはそのエージェントを企業にみたからであった68)。要するに，経済
の有機的進化の理論的支柱として企業論が用意されたのである。
両者の企業組織論（私経済学）への取り組みは，以上のような起点から始
まったものであった。その展開において両者がともに企業者に注目し，そ
の本質に迫ることで，経営学への多大な理論的貢献を果たしていたことは
看過されるべきではない。それゆえ，その貢献を一層明確にするため両者
の前節までの所説を再度整理・照合し，かれらの間の理論的共通点を探っ
てみることにしたい。
エーレンベルクにとって生産活動は，実は池本が表したマーシャルの「成
熟化過程」を意味するものであった。ただし，ェーレンベルクは1896年の
講演（「商業の国民経済的意義について」）では，純粋に商業の国民経済的意義
を考察しただけで，商業の生産的任務が「『市場形成』と呼ばれるところの
供給と需要の場所的集結を通じてのみ実行されうる69)」という意見からも
分かるように，いわゆる「成熟化過程」のなかの単層的構造しか指摘して
いない。しかし，かれが同講演で国民経済の有機的編成を商業の役割と強
調し，さらに商人に課せられる「この固有の義務と責任の感情が，われわ
れ有能なドイツ商人階層に浸透すれば，その未来は再び明るいものとなる
68) Loasby, B.J., Marshall's theory of the firm, in: Backhouse, R. E./ Creedy, J. 
(ed.), From Classical Economics to the Theory of the Firm, Cheltenham / 
Northampton 1999, p.180. 
69) Ehrenberg, Der Handel, S.47. 
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であろう 70)」と述べたように，市民の指導的立場に商人をおいて，全体に奉
仕する商人の育成と活躍を一国の経済発展の 1つの重要な課題と設けたこ
とは，あらゆる国民階層のなかで諸資源の有機的編成機能を担う商人にか
れが注目して，その機能が国家の繁栄をも左右するものと重要視していた
と推測させるに十分な主張である。
また別のところでエーレンベルクは，「全国民を育てるのは企業の給付で
あり」，「企業の給付が国民経済の固有の「収入』を形成する」としたこと
から71), 企業の生産活動いかんが国民経済のあり方に多大な影響をおよぼ
すことを当然自覚していた。前述のように，企業にとって最も重要な創業
リスクと労働リスクを負うのは企業者であり，その点において企業者は他
のステークホルダーと峻別され，企業内のイニシアチプの掌握が許される
存在であった。それゆえ，国民経済の所得の形成を支える企業の主導者た
る企業者は，国家経済繁栄の責務を負うている商人に通じる責務を全うす
るものと考えてよいであろう。このことから諸資源の有機的編成機能は企
業者の機能と直結し，企業者は諸資源の調整を通じて企業の永続的発展を
図るとともに，国民福祉を増進させる役割を担うものと理解される。
このことは，マーシャルが企業者を商人とのアナロジーを通じてその機
能の本質的部分を抽出したこと，また企業者の権限行使が経営資源の経営
過程における滞留リスクに裏打ちされており，組織の上層レベルほど組織
に対して全般的・主体的に関与してイニシアチブを発揮せねばならないと
したこととパラレルな関係にあると思われ，特に両者の商業・商人に関す
る議論への比重のおき方は注目に値する。
マーシャルにおける企業者と商人とのアナロジーは，マーケティング能
力において一層明確になる。マーシャルによれば，マーケティングはすぐ
れて高度な企業者活動である。マーシャルは，卸売に代表される仲介人的
70) Ebenda, S.84. 
71) Ehrenberg, R., Sozialreformer und Unternehmer, Jena 1904, S.32. 
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機能が，主に「消費者の欲求や生産者の諸資源を研究し，そして 2つを結
ぴ付ける機能であるm」とした。つまり，供給連鎖の前方に小売商や最終消
費者を，後方に生産者をおき，その 2つを仲介するのが市場創出的な企業
者であると見立てた。そのような市場創出的な企業者は生産を委託できる
だけではなく，必要ならば，生産物の配送を含むあらゆる肉体的諸活動を
委託できる。
カッソン (Casson,M.)によれば，マーシャルの主要な理論的功績は，
市場創出的な企業者として革新的な卸売業者の役割を強調することで，マ
ーケティングと企業者機能を関連させたことである73)。さらに現代的視点
からすれば，あらゆる肉体的活動から解放される企業者が処理対象とする
のは情報・ 知識であり，カッソンは，情報労働者としてその能力を最大限
発揮するものがマーシャル的意味での企業者であり，マーシャルにおいて
収益性を左右するのは物質生産物の適切な処理ではなく，情報の有効活用
であると主張した74)。マーシャルの企業者機能の本質が単層・重層含めたイ
ンプット＝アウトプット間の調整であるということ，さらにその事実に迫
るならば，経営過程内外に散在する情報・知識の収集と調整であるという
ことは，現代においても非常に示唆の多い卓見といえる。
それに加えてマーシャルは，「大規模事業体の首脳者が事業体の全般的な
計画に責任をもち，次にその詳細に責任をもつ役員を選抜し，かれらを秩
序正しく管理することが重要であるm」と述べたように，現代的な意味での
トップマネジメント層・戦略的経営階層の活動に通じる指摘を行っていた
と同時に，企業組織が高度化していけばいくほど，組織のトップレベルの
経営者が専門知識や技術よりも，むしろ総合的な能力，つまり判断，機敏
72) Marshall, Industry and Trade, p.278. 
73) Casson, M., Marshall on marketing, in: Backhouse / Creedy (ed.), op.cit., p. 
216. 
74) Ibid., p.214. 
75) Marshall, Industry and Trade, p.355. 
経営学成立期の国民経済学における経営学的視点に関する一考察（梶脇） (191) 75 
さ，臨機応変さ，綿密周到さ，意志の強固さ 76), 人員選抜77)といった諸才能
をなによりも備えるものでなければならないとして，ファヨール (Fayol,
H.)が示したような，管理階層が上昇するほど管理活動の相対的重要性が
強まるということを認識していた。かれはこういう。「事業規模が大きくな
ればなるほど，現代の企業者の特性である全般的資質がますます重要とな
る78)」と。マーシャルは，これらの能力を持ち合わせ，環境に対して極めて
柔軟な対応をとり，冷静な判断をもって指導力を発揮できるものが経営者
もしくは企業者としての資質を有するものと考えていた。
一方エーレンベルクは，新しい可能性を実在的なものにするため創造と
冒険と挑戦そのものに魅力を感じ，抵抗や失敗に挫けない前進的エネルギ
ーの横溢した姿勢と一般的にされる企業者精神が，商人には農業家や工業
家よりも要請されると考えた反面，社会的環境などの不確実的要因を冷静
に考慮して行動の判断を下す慎重さを商人資質の必要条件の 1つに含め
た79)。かれによれば，この知的活動の遂行には商品，購買先・消費者，人間
や文化に関する知識が必要で，さらに計算技術の習得も不可欠である。し
かしなにより重要なのは，これらの知識を応用，駆使して実際の事業目的
の達成に役立てることである。つまり，それらの様々な知識をもとに商業
の利益が実現されるべき合目的的活動である価格形成の技術が高次の能力
として商人に要求されるのである。そして，そのパフォーマンスの成果が
経済性でもって測られる80)。このエーレンベルクにおける経済性の成果が，
同時にインプット＝アウトプット間の仲介の可能な限りの合理的連結を行
う企業者のパフォーマンス成果とみなされるのはいうまでもない。
20世紀初頭の企業，特にその典型的形態である株式会社において商人的
76) Cf. Marshall, Prineゆlesof Economics, p.606. (馬場訳，前掲書IV,137ページ
を参照）
77) Cf. Marshall, Industry and Trade, p.646. 
78) Marshall, Pガncゆlesof Economics, p.606. (馬場訳，前掲書IV,138ページ）
79) Ehrenberg, Der Handel, S.50. 
80) Vgl. ebenda, SS.55-57. 
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活動をその本質とするところの企業者労働は，資本提供から完全に分離し
た。エーレンベルクはそのような企業内の主導的立場にある企業者が，経
営の主体的要索として経営の客体的要索に働きかけて，経営過程の円滑か
つ効果的な遂行を達成しようとするためには，すぐれた観察力と総合判断
力をもつことが肝要であるとし，「迅速な把握力，進取の精神，迅速な決断
カ，冷静に思慮する好機とリスクの正しき比較考量，すなわち端的にいう
と，『事業眼』，『処理すること』における能力m」を企業者の第 1要件にあ
げ，その特性を明確に提示した。
では，このような企業者の経済活動を具体的に規定する要因はなにか。
エーレンベルクは企業の持続的な維持• 発展に対する欲望，つまり企業そ
れ自体が有する事業利害(GescMftsinteresse)の有無が企業者の行動を最高
度に規定するものと考えた82)。事業利害には，あらゆる企業に内在する維
持•発展の欲望である客観的事業利害と，企業の維持•発展のためそこで
労働するものたちの企業に対する努力である主観的事業利害がある83)。エ
ーレンベルクは，企業が企業費用を補填しそれを越える余剰を創出するた
めには，この事業利害に立脚した結合関係を土台に労使関係が構築され，
事業が展開されていくべきであると信じていた84)。そのような企業がかれ
のなかでは「労働共同体」と呼ばれるべきものであった。
81) Ehrenberg, R., Handelshochschulen 1, in : VerlJfjentlichungen des Deutschen 
Verbandes fur das kaufmannische Unterrichtswesen, 4.Bd.,Braunschweig 1897, S. 
2. 
82) Ehrenberg, R., ,,Selbstinteresse" und Gesch1lftsinteresse, in: Thunen-Archiv, 
1.Bd., Jena 1906, S.302. 
83) V gl. Ehrenberg, R., Das Arbeitsverh1lltnis als Arbeitsgemeinschaft, in: 
Thunen-Archiv, 2. Bd., Jena 1909, SS.190-191. 
84)岡本人志は，ゴムペルク (Gomberg,L.)の個別経済学が企業の価値循環の記録を
課題にし．企業自体を経済する人間の有機体であるとしている点にエーレンベルク
の事業利害の思考が継承されていることを指摘している。ゴムペルクの個別経済学
とエーレンペルクの企業論については以下を参照されたい。岡本人志『ドイツの経
営学』森山書店,1997年， 152-156ページ
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共同体とは， もともとエーレンベルクのいう（必要に応じて受け取る）共
同経済的原理に支配されるもので，その意味でかれの「労働共同体」も共
同経済的原理によって組織されるべきものであった。それは，かれが企業
者と一般労働者の労使関係を企業内部の統合的要索として考察する場合に
も，企業内部の組織原則として共同経済的原理が貫かれるべきであった。
しかし，大橋が指摘するように85), かれにとって企業は（給付に応じて受け
取る）交換経済的原理が貫徹する典型的な経済形態であり，「労働共同体」
という場合でも，それはあくまで階級的に厳然と区別された企業者と一般
労働者との秩序社会としての共同体であって，実際には交換経済的原理に
よる合理主義に基づく組織であった。
この点でエーレンベルクの共同体思考は一般のドイツ経営経済学の共同
体論において別様の性格をもつ。しかしここで，交換経済的原理に支配さ
れる企業組織にあっても，企業者，一般労働者双方の企業の維持•発展に
対する利害関心が構成員の企業に対するコミットメントを強固にし，自ら
がかかわる企業への献身的精神をかれらのうちに涵養する可能性を否定で
きない。そのような事業利害から育成される献身的・自己犠牲的精神が，
マーシャルのいわんとするところの株式会社の官僚主義化が引き起こす社
会的利益の損失からの堅固な防波堤になる。
マーシャルは，そもそも株式会社が利害関係者の間の対立によってその
機動性が奪われ，弱体化しやすい傾向のものとみていた。その弱体化の最
も深刻な要因が，企業者労働と資本提供の分離である。所有と経営の分離
が起こったことによって，資本利害と経営利害の麒甑が「大会社の惰性(the
vis inertiae of a great company) s&J」を生み，それを常態化させる。その可
能性は企業組織の大規模化に相関的に連動して大きくなり，ルーティン的
な仕事に支配されて機動性を失った企業は，現代的な見方では，すでに官
僚化した企業の病理現象である「大企業病」におかされているといえる。
85)大橋，前掲書， 114ページ
86) Marshall, Industry and Trade, p.318. 
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それを抑止するための 1つの策としてマーシャルが期待したと思われるの
が，「家族，隣人ないし祖国のために自己を犠牲にすることに喜ぴを感じな
いわけではない切」共同体意識であった88)。企業構成員の全給付の対価とし
ての全成果が「代表企業」との比較優位から生まれる利潤を形成し，企業
者だけではなく一般労働者もその分配に与るというかれらの利潤概念がこ
の共同体意識に基づくものであることはいうまでもない89)。
このようにマーシャルとエーレンベルクにおいては，まず商業が生産活
動と認められたことから商人の特性が明らかにされ，財・サービス（資源）
のコーディネート的役割をもつ商人的特性のなかに，実はリスクの問題を
含めた企業者機能の本質的側面があることが見出された。そして，事業遂
行上の企業者の資質として技術的専門知識よりむしろ一般的・総合的な管
理能力が要請されたこと，企業の永続的発展，つまりゴーイング・コンサ
ーンとしての企業の発展のためには，企業構成員の各々の利害関心を企業
の維持• 発展におく共同体意識の育成と涵養が不可欠とされたこと，また
87) Marshall, Principles of Economics, p.27. (馬場訳，前掲書I,34ペー ジ）
88)池本，前掲書， 137-138ページを参照
89)宮本光晴はマーシャルとコモンズ(Commons,J. R.)に依拠して，企業がゴーイン
グ・コンサーンとして組織されるには，グッドウィル(goodwill)が存在しなければ
ならないと主張する。かれによれば，グッドウィルの概念は一方で取引における「適
正」，「公正」と結びつき，「適正」，「公正」が取引に常に期待されるのなら，取引は
不断に維持，更新され，企業概念を取引概念において論じたコモンズ的意味におい
てゴーイング・コンサーンの前提条件になる。他方で，グッドウィルは企業の無形
的要因をも意味し，具体的には企業特殊的技能や知識• あるいは評判や信用といっ
たことである。この無形的要因が，企業の実物的要因である資本と労働に働きかけ
て，いわゆるマーシャルのいう「複合的準地代」を生むのである。宮本は，マーシ
ャルがその分配を「慣習ならびに公正の観念に考慮を払いながら交渉によって分配
していく」 (Marshall,Prindples of Economics, p.626. (馬場訳，前掲書IV,164ペ
ージ））と，「適正」，「公正」の期待である一方の意味のグッドウィルに基づいて企
業成果を分配することで，利害の共同性 (solidarityof interest)が生み出されると
考えたとしている。宮本のゴーイング・コンサーンに関する議論は，以下を参照さ
れたい。宮本光晴『企業と組織の経済学j新世社， 1991年， 121-146ページ
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共同体意識が利潤概念の基底になっていることなど，こうした共通項をみ
る限り，マーシャルとエーレンベルクはともに同じ意識にたって企業組織
の理論的解明を志向していたといえよう。
V. 結
経営学生成以前の新古典派ミクロ経済学における経営学的視点は，第二
次世界大戦までドイツ経営経済学において十分に検討されなかった。シュ
ナイダーによれば，第二次世界大戦以前のドイツ語圏経営経済学は，新古
典派経済学の最も重要な著作であるマーシャル『経済学原理』 (Principlesof 
Economics, l. edtion, 1890)に全く触れていないし，フィッシャー (Fisher,
I.)の著作も1960年以降においてようやく投資計算について論究されたに
すぎない90)。本稿では，そのようなマーシャル『経済学原理』を中心とした
所説とエーレンベルクのそれを企業者論的角度から取り上げ，比較するこ
とで，マーシャルとエーレンベルクのそれぞれの言明が一脈通じているこ
とを明らかにして，経営学成立期前後における国民経済学者の経営学的視
点を考察した。
もとよりエーレンベルクは，社会政策の理論的裏づけのために経済諸科
学の精確な基礎づけを求め，それを私経済的諸経験の体系的追究（比較法）
という手段で加工しようとした。つまり，それは全体の公共的福祉の観点
から経済生活を観察する国民経済学が，結局のところ私経済学につながる
90) Schneider, a. a. 0., S.15. 第二次世界大戦後，経済学的手法を援用して経営経済
学の全領城を総括的・統一的に把握したのが，グーテンベルクであった。グーテン
ベルク理論は，シャンツ(Schanz,G.)によれば，経営経済学内で短期間に支持され，
強力なパラダイムを形成した。グーテンベルクとその弟子たちの独創的な業績の本
質は，「新古典派の理論家たちに常にすすめられるように思われるところの分析手段
を経営経済の問題に適合させて用いているところ」 (Schanz,G., Wissenschaftspro-
gramme, in: Lingenfelder (Hrsg.), a. a. 0., S.37.)にある。シャンツは，国民経済
学の新古典派的手法に志向する点に，グーテンペルク・アプローチの最も重要な方
法論的メルクマールがあると強調している。
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ことを意味した。ゆえに，「エーレンベルクの国民経済学は，研究の第 1段
階においては，それ自体，私経済学そのものであったm」と岡田昌也が述べ，
「エーレンベルクにとって経済学はそのまま私経済学であった切」と大河
内一男が指摘するように，エーレンベルクはその最も核心的部分において
私経済学的知識の基礎づけによる国民経済学の再編成を企図したと断言で
きる。よっていわゆるかれの「転向」も，大橋のいうように，「学問的態度
そのものの修正93)」ではなく，かれにとっては単なる名称の問題にすぎず，
かれの意図はあくまで「私経済学」という名のもと，経済生活の諸事実を
チューネン (Thiinen,J. H. von)の分析手法に依拠して理論的に解明する
「国民経済学」を再構築することにあったのである。かれはこうした姿勢
から，同じくチューネンの書を研究着手当初精読して数学的方法を学んだ
マーシャルに共通する洞察を行っていた。
マーシャルは，かれ自身告白しているように，チューネンの分析から様々
な示唆を受けていた94)。このことは非常に興味深い。マーシャルとエーレン
ベルクがチューネンに同じく私淑し理論的影響を受けていたことは，かれ
らの企業組織論に関する共通点を説明する上で1つの重要な要因となるで
あろう 95)0 
ちなみに，マーシャルは進化経済学との関連で昨今注目を浴ぴ，その理
論的再評価がなされている。ローズビーによれば，特に経済的である進化
的過程への最近における関心の高まりは，マーシャルが企業論に要請した
ところのもの，つまり多様性の発生を説明し，相互関係のある進化的諸活
動の選択と調整の理解を手助けすることを明らかにした。またローズビー
91)岡田昌也『経営経済学の生成』（三訂版）森山書店， 1982年， 343ページ
92)大河内一男『独逸社会政策思想史』（下）『大河内一男著作集』第 2巻，青林書院
新社， 1969年， 165ページ
93)大橋，前掲書， 95ページ
94) Marshall, Pガncゆlesof Economics, x. (馬場訳，前掲書I, xi) 
95)チューネンの課題と方法に明らかに影響を受けた人物としていま 1人，グーテン
ベルクがあげられる。森正紀は，グーテンベルクが，エーレンベルクの引き起こし
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は，経済組織が進化的コンテクストのもとでは諸能力の調整の場であり，
さらに知識の成長と使用を組織化する場である限り，知識の成長は相関性
が形作られ，含意が探し求められる諸過程の組織に大きく左右されるもの
で， もし経済を知識の発生と応用のためのシステムと理解するならば，経
済学者はマーシャルの思考を再び吟味する選択を採るべきであるとしてい
る96)。
本稿を通じて，マーシャルとエーレンベルクの所説には理論的共通点が
多く見出されると理解されたにもかかわらず，エーレンベルクの企業者論
は，マーシャルのそれと比較した場合，なお企業者の本質的側面に迫りき
れず，理論的なまとまりを欠いている感はやはり否めない。
しかし， もともとマーシャルは，より高度な生活水準の達成ための手段
を理解し促進することに経済学の価値があるという信念のもと，すぐれた
企業者と学習意欲の高い労働者が結合して企業の生産性・効率性を高め，
そのことで労働者を含めた企業関係者の生活水準が向上すると考えてい
た。一方エーレンベルクは， ドイツ社会をより高次の文化段階へ移行させ
ようと， ドイツの社会的状況の徹底的な変革・改善を呼びかけ，その実践
を試みる理論的土台として「私経済学」という名の「国民経済学」を提唱
たチューネン論争に関心を寄せ，後にチューネンの孤立的・数理的方法に依拠した
経営経済学を構築したと述べる。チューネンとグーテンベルクの関係については以
下を参照されたい。森正紀『生産性と人間性の経営経済学』中央経済社， 1997年，
44-75ページ
また永田誠は，グーテンベルクが国民経済学から大きな影響を受けていたことを
指摘している。かれによれば，グーテンベルクは経営経済学をより理論的方向に進
めるため企業モデルを精緻化しようと努めるなかで，マーシャルの「代表企業」の
概念を巡る論争に触発されて，理論的経営経済学の認識が企業の指導者の合理的側
面のみを対象とするもので，最終的に企業者を理論的経営経済学の企業概念から捨
象するべきものとの考えに想到した。グーテンベルク経営経済学の形成過程につい
ては以下を参照されたい。永田誠『現代経営経済学史』［改訂版］森山書店， 1999年，
125-146ページ
96) Cf. Loasby, op.cit., pp.188-190. 
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した。この点に関していえば，マーシャルもエーレンベルクも出発点にお
いては等しく，全体社会の福祉と安寧を増進させるための条件として経済
に関する理論的討究を深めていったといえるかもしれない。
経営学と経済学との関係に関する問題は非常にデリケートな事柄ゆえ，
一義的な規定は決して許されるものではなく，両学問の歴史的事実を綿密
に調査した上で，両者の認識対象や目的の間の差異を慎重に判断する必要
がある。ただし，冒頭でも述べたように，最近の傾向として経営学はミク
ロ経済学や産業組織論の分析用具を駆使して意思決定過程の帰結としての
企業の行動を解明する流れがある一方，経済学では「情報の経済学」や「組
織の経済分析」といった分野の発展で企業組織の解析が積極的に図られて
いる。このような経営学と経済学の境城が互いにそれぞれの方向から徐々
に開拓されつつある状況において，両学問の歴史的事実を究明し，両者の
関係を問い直す 1つの糸日として，マーシャルはもとより， ミクロ経済学
的手法を取り入れ生産の実態を数量的・理論的に解明しようとしたグーテ
ンベルク (Gutenberg,E.)に代表される理論的経営経済学の系統に潜在的な
影響を及ぼしたと思われるエーレンベルクの科学的方法論とその具体的展
開を再ぴ検討することが有益であろう。
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